
社会保障II　2026年1月26日（月）3限目 13:00～14：30 　講義室 304
第13回社会福祉制度の概要】関連する法制度と対象、実施体制等 第5章社会保障制度の体系 第７節　社会福祉制度の概要 (1)社会福祉制度の概要(2)社会福祉制度の基本法 (３）高齢者福祉（４）児童福祉（４）障害者福祉　　P.22７-239　
●リアクションペーパーII＃13
学科名　　　　　　　　　学年　　　　学生番号　　　　　　　氏名　　　　　　　
社会福祉制度について、間違っている番号を3つ選び、その箇所にアンダーラインを引きなさい。　間違い　4.5.7 

1. 社会福祉制度とは、広義の社会福祉Social welfareではなく狭義の社会扶助Social Serviceをさす。
2. 特定の支援ニーズを有している人（高齢者、障害者、児童、ひとり親等）に対して必要なサービス給付を行う法制度の総称。
3. 目的：サービス対象者がその人らしく尊厳を持って、社会的にノーマルで自立した生活を送れるようにする。
4. 費用：拠出が原則。必要な費用の大半は自己負担（＋一部租税）。無拠出。租税（＋一部自己負担）。
5. 社会福祉制度の法体系の基盤は、憲法（第13条） 幸福追求権の保障にある。憲法（第25条）: 生存権の保障
6. 社会福祉に共通する基本事項を定めた法律：社会福祉法　
7. 福祉六法とは、①社会福祉法、②児童福祉法、③身体障害者福祉法④知的障害者福祉法⑤老人福祉法、⑥子及び父子並びに寡婦福祉法をいう。生活保護法
8. 老人福祉法は高齢者福祉の基本法で2000（H12 )4月の介護保険法施行以降、市町村の福祉の措置に関する義務：高齢者福祉の総合的実施・支援体制の整備等を規定している。
9. 児童福祉法の第１条には①全て児童は、児童の権利条約の精神にのつとり、適切な養育、生活の保障、愛され、保護されること、健やかな成長・発達、自立等が保障される権利を有する。②全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならない。③児童の保護者の第一義的責任④国及び地方公共団体の責任などの理念が明記されている。
10. 障害者基本法は①「全ての国民が障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであり、全ての国民が障害の有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現をめざし、障害者の自立・社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的としている。
11. 福祉専門職の資格を定めた法律としては①社会福祉士及び介護福祉士法②精神保健福祉士法③民生委員法などがある。　
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